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令和４年１月１８日教育研究評議会議事要旨 

 

オンラインにて開催 

午後３時００分～４時００分 

 

出席者 藤井総長（議長） 

相原，大久保，齊藤，藤垣，林 各評議員（理事・副学長） 

大澤，山本（隆），岡部（繁），山岨，染谷，鈴木（雄），秋山，鈴木（淳），星野， 

堤，中嶋，星，粕谷，森山，大石，小玉，勝野，船津，阿部，時弘，出口，須田，山内， 

山梨，佐竹，高橋，玄田，岡部（徹），本郷，白髭，梶田，森，河村，神崎 各評議員 

坂井附属図書館長，城山未来ビジョン研究センター長 

陪 席 今泉，石井 各理事 

太田，佐藤（岩），佐藤（健），武田，津田 各執行役 

𠮷田，棚橋 各監事 

稲垣，遠藤，戸張，水上 各副理事 

佐藤（稔），岡本，蔭山，野上，西山，吉田，福本，佐藤（哲），金光 各部長 

平田，羽賀 各次長 

三澤，山本，門馬，南，細谷，水口 各課長 

 

令和３年１１月１６日教育研究評議会議事要旨（案）（資料１）は，確認の上，原案どおり了承さ

れた。 

１ 学内外情勢（資料２） 

総長から，前回教育研究評議会以降の学内外情勢について，資料２のとおり報告があった。 

２ 令和３（２０２１）年度理事等の分担（資料３） 

総長から，今年度の理事等の分担について，資料３のとおり，前回教育研究評議会以降の変更箇

所の報告があった。 

３ 第４期中期目標（原案）・中期計画（案）（資料４） 

相原理事から，第４期中期目標（原案）・中期計画（案）について，資料４のとおり説明があっ

た。 

次いで，総長から本件について諮り，審議の結果原案どおり了承され，経営協議会に付議するこ

ととした。 

なお，文部科学省との調整を要する箇所への対応については総長に一任された。 

４ 東京大学業務方法書の変更（資料５） 

  相原理事から，東京大学業務方法書の変更について，資料５のとおり説明があった。 

次いで，総長から本件について諮り，審議の結果原案どおり了承され，経営協議会に付議するこ

ととした。 

５ 「東京大学経営協議会規則」及び「東京大学経営協議会の学外委員の選考方針について」の一部

改正（資料６） 

  大久保理事から，「東京大学経営協議会規則」及び「東京大学経営協議会の学外委員の選考方針

について」の一部改正について，資料６のとおり説明があった。 

次いで，総長から本件について諮り，審議の結果原案どおり了承され，経営協議会に付議するこ
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ととした。 

６ 「東京大学経営協議会における総長選考会議委員の選出に係る内規」及び「東京大学教育研究評

議会における総長選考会議委員の選出に係る内規」の制定並びに「東京大学総長選考会議規則」の

一部改正（資料７） 

  大久保理事から，「東京大学経営協議会における総長選考会議委員の選出に係る内規」及び「東

京大学教育研究評議会における総長選考会議委員の選出に係る内規」の制定並びに「東京大学総長

選考会議規則」の一部改正について，資料７のとおり説明があり，次回継続審議することとした。 

７ 東京大学における教員の任期に関する規則の一部改正（資料８） 

齊藤理事から，東京大学における教員の任期に関する規則について，新領域創成科学研究科及び

農学生命科学研究科において，既に導入している教員の任期制の教育研究組織等の見直しを行うこ

とに伴い所要の改正を行うものである旨資料８のとおり説明があった。 

次いで，総長から本件について諮り，審議の結果原案どおり了承され，役員会に付議することと

した。 

８ ハイパーカミオカンデ（HK）計画の推進に関する海外研究機関（ポーランド国立原子核研究セン

ター）との全学協定・覚書締結（資料９） 

齊藤理事から，ハイパーカミオカンデ（HK）計画の推進に関する海外研究機関（ポーランド国立

原子核研究センター）との全学協定・覚書締結について，資料９のとおり説明があった。 

次いで，総長から本件について諮り，審議の結果原案どおり了承され，役員会に付議することと

した。 

９ 国立大学法人評価（年度評価）の評価結果（資料１０） 

  藤垣理事から，国立大学法人評価（年度評価）の評価結果について，資料１０のとおり報告があっ

た。 

１０ 寄附金及び寄附物品等の受入（資料１１） 

津田執行役から，２０２１年度９月分及び１０月分の寄附金及び寄附物品等の受入状況について，

資料１１のとおり報告があった。 

１１ 寄付講座、社会連携講座及び国立研究開発法人連携講座等の設置等（資料１２） 

  齊藤理事から，寄付講座７件（新規１件，更新１件，変更５件），寄付研究部門３件（新規２件，

変更１件），社会連携講座２０件（新規１３件，更新４件，変更３件），社会連携研究部門３件（新

規１件，更新１件，変更１件）について，資料１２のとおり報告があった。 

 

以上 


